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～事業所数・従業員数ともに全産業中最も多いが、

いずれも減少～

　「経済センサス活動調査」（産業横断的集計）に

よると熊本県内の卸・小売業の事業所数は２１,６９７、

従業者数は１５２,３９０人で、全国は１４０万５千事業所、

従業者数１,１７４万６千人である。全産業に占める

卸・小売業の割合は、県内は事業所数２８.５％、従

業者数２１.７％、全国は事業所数２５.８％、従業者数
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はじめに
　わが国の全産業分野における事業所・企業の経済活動を把握する「経済センサス活動調査」が２０１２年に実施

され、先般、全産業及び卸・小売業の結果が公表された。卸・小売業に関する調査は、経済産業省が１９５２年

から２００７年まで実施してきた「商業統計」が代表的な調査であったが、経済センサスの実施に伴い２０１２年調査

は同調査に一本化されており、販売額や売場面積、業態などに関しては今回の調査結果が５年ぶりとなる。そ

こで、本レポートでは２０１２年「経済センサス活動調査　卸売業、小売業産業編」結果から熊本県内の卸・小売

業についてみていく。なお、全産業については「経済センサス活動調査」（産業横断的集計）の結果を用いる。

1．全産業に占める卸・小売業の位置
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全国熊本県

産業大分類（注１） 従業者数（人）（注２）事業所数従業者数（人）（注２）事業所数

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

－－－５,７６８,４８９－－－７９,２１９総計（事業内容等不詳を含む）

１００.０５５,８３７,２５２１００.０５,４５３,６３５１００.０７０１,６１４１００.０７６,１５３全産業（事業内容等不詳を除く）

０.６３５６,２１５０.６３０,７１７１.３９,２２９１.２９０２農林漁業

０.０２１,４２７０.０２,２８６０.１４５４０.１４１鉱業，採石業，砂利採取業

６.９３,８７６,６２１９.６５２５,４５７７.６５３,２６０１０.３７,８５８建設業

１６.６９,２４７,７１７９.０４９３,３８０１４.８１０３,７８８５.７４,３２９製造業

０.４２０１,２７００.１３,９３４０.３１,７９００.１５８電気・ガス・熱供給・水道業

２.９１,６２７,３１６１.２６７,２０５１.４９,６２９０.８６００情報通信業

５.９３,３０１,６８２２.５１３５,４６８４.９３４,１９８２.５１,８６８運輸業，郵便業

２１.０１１,７４６,４６８２５.８１,４０５,０２１２１.７１５２,３９０２８.５２１,６９７卸売業，小売業

７.０３,９１５,２５６６.８３７１,６６３５.４３７,７６１６.１４,６５９卸売業

１４.０７,８３１,２１２１８.９１,０３３,３５８１６.３１１４,６２９２２.４１７,０３８小売業

２.８１,５８９,４４９１.６８８,８３１２.４１６,７１５１.７１,２８２金融業，保険業

２.６１,４７３,８３５７.０３７９,７１８２.０１４,２０６５.４４,１０３不動産業，物品賃貸業

３.０１,６６３,９４６４.０２１９,４７１２.２１５,６７０３.８２,８８１学術研究，専門・技術サービス業

９.７５,４２０,８６４１３.１７１１,７３４９.７６８,０５６１２.１９,２０４宿泊業，飲食サービス業

４.６２,５４５,６３１８.８４８０,６０９５.０３５,３３７１０.０７,６０２生活関連サービス業，娯楽業

３.１１,７２１,６９８３.０１６１,２９５２.８１９,６７４２.６２,００６教育，学習支援業

１１.１６,１７８,９３８６.６３５８,９９７１６.２１１３,３３０７.２５,４７４医療，福祉

０.６３４２,４２６０.６３３,３５７１.１７,８１１１.１８００複合サービス事業

８.１４,５２１,７４９６.５３５６,１５５６.６４６,０７７７.２５,４４８サービス業（他に分類されないもの）

図表1　全産業に占める卸・小売業

注１）農林漁家に属する個人経営の事業所、家事サービス業、外国公務、国及び地方公共団体に属する事業所を除く。
注２）従業者数には当該事業所に所属する全ての人で、臨時雇用者、他への出向・派遣を含む。
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２１.０％で、県内も全国も事業所数・従業者数は全

産業中で最も多い（図表１）。県内、全国とも主要

産業の一つだと言える。

　しかしながら、前回２００９年の経済センサス基礎

調査との増減をみると、県内、全国ともに事業所

数も従業者数も減少しており、しかも全産業平均

よりも減少幅が大きい（図表２）。全産業に占め

る卸・小売業のウエイトは大きいものの、その割

合は低下しており、産業構造の変化がうかがえる。

県内では小売業の従業者数と「医療、福祉」従業

者数の差は、２００９年の１９,８７４人から今回は図表 １ 

にみるように１,２９９人にまで縮まり、構成比では

０.１ポイント（以下、�）差に迫っている。

（１）年間商品販売額、熊本県は３兆３,６５９億円、

　　全国は４８０兆３,３２８億円

　経済センサス調査で年間商品販売額（以下、販

売額）を調査したのは今回が初めてで、県内は卸

売業が１兆８,２７５億円、小売業１兆５,３８４億円、全国

は卸売業が３６５兆４,８０５億円、小売業１１４兆８,５２３億

円である（図表３）。

　全国に占める熊本県の割合をみると、販売額は

卸売業０.５％、小売業１.３％で、事業所数（卸売業

１.３％、小売業１.６％）に比して卸売業の低さが目立

つ。小売業の売場面積は、全国比は１.５％と事業所

数や販売額とほぼ同程度である。

（２）長期的にみると、小売業の販売額は１９８８年の

水準にまで低下

　そこで、事業所数、販売額、売場面積（小売業）

の長期的推移をみるためにバブル期の１９８８年＝

１００としてみたのが次ページ図表４である。なお、

２００７年までの数値は「商業統計」の数値である。

　卸売業の事業所数は県内、全国ともに減少傾向

が続いていたが今回はプラスに転じ、２００４年とほ

ぼ同水準となった。販売額は１９９１年のピーク以降

は減少傾向が続いており１９８８年比で県内は７１.６ま

で低下し、全国も８１.９に低下している。県内販売

額の減少幅は全国に比べて大きく、図表３でもみ

たように全国に占める割合の低さにつながってい

ると思われる。

　小売業の事業所数は県内、全国とも減少傾向が

続いており１９８８年比で県内は６４.９、全国は６３.８と

ほぼ２/３の水準まで低下している。販売額は県

内、全国ともに１９９７年をピークに減少したが２００４

年以降はいったん減少傾向に歯止めがかかって

いた。しかし今回は県内１０５.６、全国１００.０とほぼ

１９８８年の水準にまで減少している。一方、売場面

積は出店規制の緩和により２００７年には１９８８年比で

県内は１３５.４、全国は１４６.７まで増加したが今回は
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全国熊本県

売場面積

（㎡）

年間商品
販 売 額
(百万円)

事業所数
売場面積年間商品販売額事業所数

全国比(㎡）全国比(百万円）全国比

１３２,９１７,６９２４８０,３３２,７８８１,４０５,０２１１.５%２,０３９,４５８０.７%３,３６５,８８５１.５%２１,６９７卸、小売業

－３６５,４８０,５１０３７１,６６３－－０.５%１,８２７,５０４１.３%４,６５９卸売業　

１３２,９１７,６９２１１４,８５２,２７８ １,０３３,３５８１.５%２,０３９,４５８１.３%１,５３８,３８１１.６%１７,０３８小売業

図表3　事業所数、年間商品販売額、売場面積

2．卸・小売業の事業所数、年間商品販売額及び売場面積
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全国熊本県

従業者数事業所数従業者数事業所数

▲４.５▲７.３▲２.３▲６.０全産業

▲７.５▲９.７▲８.８▲８.８卸売業、小売業

（％）図表2　２００９年調査比増減率



減少に転じ、県内は１１７.３、全国は１３０.２と１９９９年を

やや下回る水準まで下がっている。前回２００７年調

査までは事業所規模は拡大するものの販売効率は

低下する傾向であったが、今回は事業所数、販売

額、売場面積のいずれもが低下しており、５年間

で撤退した事業所も多かったのではないかと思わ

れる。

　また、卸売業と小売業の販売額を比べると卸売

業の減少幅が大きく、メーカーと小売りの直接取

引などいわゆる卸の中抜きが進んでいることなど

が背景にあると思われる。

　ここで総売場面積に占める売場面積規模別割合

をみると、県内、全国ともに６,０００㎡以上が２割を

超えており、１,０００㎡ 以上でみると県内４８.９％、全

国５１.２％とほぼ半数を占めている（図表５）。２００７

年と比べると県内は１,０００㎡ 以上が１０.１�、６,０００㎡

以上が６.１�増えており、全国（同８.０�増、３.６�増）に

比べて増え幅が大きい。全体の売場面積は図表４

でみたように減少しているので、大型店が増える

一方、１００㎡ 未満の小規模な事業所の減少が大き

いものと思われる。

図表4　卸売業、小売業の事業所数、年間商品販売額、売場面積の推移（１９８８年＝１００）
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①卸売業・熊本県 ②小売業・熊本県

③卸売業・全国 ④小売業・全国

図表5　売場面積規模別の売場面積割合

���������

�



�

「専門店」「中心店」「無店舗販売」が全国に比べ

多い

　業態別集計では、今回新たに「広義ドラッグス

トア」（「ドラッグストア」の取扱商品の条件を拡

大）、「家電大型専門店」、「無店舗販売」の業態が

追加された。なお、集計対象事業所は図表３の事

業所のうち産業細分類の格付けに必要な数値が得

られた事業所（熊本県１６,７９８、全国１,０４９,８７０）で

あることに留意する必要がある（図表６）。

　事業所数をみると、県内は「専門店」が６,９３３

（全体に占める割合５２.４％）で最も多く、次いで

「中心店」が３,４８５（同２６.４％）で続いている。販

売額も「専門店」が５,０８９億円（同３４.４％）で最も

多く、次いで「専門スーパー」が２,７１１億円（同

１８.３％）と多くなっている。全国も事業所数、販

売額ともに同様の傾向がみられる。

　その中で、全国に比べて販売額構成比が１ポイ

ント以上高いのは、「専門店」「中心店」に加え「無

全国熊本県

業態別 年間商品販売額事業所数年間商品販売額事業所数

構成比
（％）(百万円)構成比

（％）
構成比
（％）(百万円)構成比

（％）

－１１４,８５２,２７８－１,０３３,３５８－１,５３８,３８１－１７,０３８小売業計

１００.０１１０,４８９,８６３１００.０７８２,８６２１００.０１,４８１,４３５１００.０１３,２２４合計（集計対象）

５.０５,４８７,９７８０.０２２８
９.７１４３,１２１

０.０２百貨店

４.８５,３２２,５３７０.１１,１２２０.１１２総合スーパー

２１.８２４,０８８,６７２４.５３５,０５２１８.３２７１,１０４４.１５３６専門スーパー

１.９２,０７８,９６５１.０７,８５５１.８２７,２８９０.９１１９　衣料品スーパー

１５.２１６,８２８,６１４２.１１６,２９０１１.１１６４,３６６１.８２４０　食料品スーパー

４.７５,１８１,０９３１.４１０,９０７５.４７９,４４９１.３１７７　住関連スーパー

２.８３,１１１,７２９０.６４,５７０２.３３４,０５３０.７８９　　うちホームセンター

５.０５,４９０,０７８３.９３０,５９８５.５８０,９８９４.０５３０コンビニエンスストア

３.４３,８０３,５８７１.９１４,８７２１.４２１,１１８１.５１９７広義ドラッグストア

４.０４,４０７,６４３６.７５２,４０９５.２７６,５９３７.４９８５その他のスーパー

３１.８３５,１６７,６１６５４.３４２５,４３８３４.４５０８,９０７５２.４６,９３３専門店

２.０２,２０６,９３６６.８５３,２７９２.０３０,１４１５.２６９３　衣料品専門店

２.９３,１５３,１８８１２.４９６,８３７３.２４７,００８１２.７１,６７３　食料品専門店

２７.０２９,８０７,４９２３５.２２７５,３２２２９.１４３１,７５８３４.５４,５６７　住関連専門店

４.８５,３５０,０９９０.３２,２３７３.５５１,３８１０.３３７家電大型専門店

１４.２１５,６６４,３５４２５.２１９７,６１８１５.６２３１,７６２２６.４３,４８５中心店

２.４２,６０９,９７３５.１４０,３１５１.７２４,５４６４.４５７７　衣料品中心店

２.５２,８０７,２８６８.０６２,９７０３.３４９,０５２９.２１,２１７　食料品中心店

９.３１０,２４７,０９４１２.０９４,３３３１０.７１５８,１６４１２.８１,６９１　住関連中心店

０.１７７,７０５０.２１,２１４０.１９６５０.２２３その他の小売店

５.１５,６２９,５９４２.８２２,０７４６.４９５,４９５３.７４８４無店舗販売

図表6　業態別にみた事業所数、年間商品販売額

3．業態別にみた熊本県の特徴

注）・熊本県の「百貨店」「総合スーパー」の年間販売額は秘匿のため、合算して表記している
　　・表中の網掛けは全国と比べ１ポイント以上上回っているもの
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セルフ
方式売場面積取扱商品等業態

○
衣、食、住の各商品を販売、それぞ
れが１０％以上７０％未満、従業員５０人
以上

総合スーパー

○２５０㎡以上衣、食、住のいずれかが７０％以上専門スーパー

○ ３０㎡以上
２５０㎡未満

飲食料品を扱い、営業時間１４時間以
上

コンビニエンス
ストア

○
産業分類「ドラッグストア」に格付
け、又は医薬品を扱いかつ医薬品化
粧品が２５％以上

広義
ドラッグストア

○上記以外のセルフ販売店その他のスーパー

×衣、食、住のいずれかが９０％以上専門店

×５００㎡以上産業分類「機械器具小売業」又は
「電気事務機械器具小売業」に格付け家電大型専門店

×衣、食、住のいずれかが５０％以上中心店

×上記以外の非セルフ販売店その他の小売店

＜業態分類参考＞
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店舗販売」「その他のスーパー」である。「その他

のスーパー」とは「専門スーパー」でも「広義ド

ラッグストア」でもないスーパーであり、衣、食、

住の各分野にわたる商品を販売するディスカウン

ト店などが含まれていると思われる。九州では衣、

食、住の各分野の商品に加え、医薬品・化粧品も

取り扱うディスカウント業態が増えており、熊本

県をはじめ各県で「広義ドラッグストア」の比率

が低く、「その他のスーパー」の比率が高い傾向が

みられる。

　こうしたことから、県内では取扱商品が日常生

活全般にわたる「その他のスーパー」や「無店舗

販売」が業態別では比較的元気だと言えそうだ。

　そこで今回新たに集計された「無店舗販売」に

ついて都道府県別に人口１人当たり販売額をみた

のが図表７である。長崎県が１２万３千円で全国

トップ、以下香川県、京都府と続き、上位となっ

た都府県にはそれぞれ通販大手が立地しているこ

とが読み取れる。九州では福岡県が６位、熊本県

は５万３千円で７位にランクし、上位１０県中３県

が九州勢である。よく九州は“通販王国”と称さ

れる所以でもあろう。

　県内４５市町村のうち、卸・小売業合計の販売額

上位１０市町を示したのが次ページ図表９である。

１０市町の販売額合計は全体の８２.７％を占めるが、

構成比でみると明らかなように熊本市の占める割

合が圧倒的に多い。２位以下は八代市、菊陽町、

天草市、嘉島町と続いている。このうち八代市と

天草市は事業所数や従業者数も多く、町村合併で

市域が広がったと同時に、八代市の人口規模や天

草市の地理的な要因も背景にあるのではないかと

思われる。これに対し、菊陽町と嘉島町は販売額

に比して事業所数が少なく、１事業所当たりの販

売額が大きいと推測される。

　ここで各市町村の人口当たり小売業販売額と売

場面積の上位をみたのが図表８である。トップは

嘉島町で１人当たり販売額は３１３万４千円、千人

当たり売場面積は５,３５１㎡ で他の市町村を圧倒的

に引き離しており、２位はいずれも菊陽町である。

両町は県内屈指の大型ショッピングセンターをは

じめその周辺にも多くの小売業が立地しており、

4．県内地域別の状況

図表7　人口１人当たり無店舗販売事業所の年間商品販売額
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人口千人当たり
売場面積（㎡）

人口１人当たり
年間商品販売額（万円）順位

１,１２５県平均８１.７県平均

５,３５１嘉 島 町３１３.４嘉 島 町１

２,３７９菊 陽 町１４９.０菊 陽 町２

１,７２３錦 町１０３.４人 吉 市３

１,６９９人 吉 市９８.３熊 本 市４

１,６４４小 国 町９７.０小 国 町５

１,４６７天 草 市８６.３大 津 町６

１,４２０宇 城 市８５.２錦 町７

１,３７０宇 土 市８４.２高 森 町８

１,３１９高 森 町８１.７阿 蘇 市９

１,３１７南小国町７８.８菊 池 市１０

図表8　市町村別にみた人口当たり
　　　 年間商品販売額、売場面積
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２０１１年人口（嘉島町８,７３８人、菊陽町３８,４３６人）に

比して広域から集客しているのを如実に表してい

る。熊本市は販売額は４位であるが、売場面積は

２１位と中位にとどまり、こうした数字もオーバー

ストアと言われながらもチェーン店の出店を誘う

要因の一つになっているのではないかと思われる。

　卸・小売業の事業所数、従業者数は全国、熊本

県内とも全産業中で最も多く、２００４年に比べて７

～８％減少しているものの依然として全体の２割

強を占める主要産業である。

　販売額をみると、卸売業は東京や大阪など大都

市圏との差が大きく、県内は卸売業販売額が小売

業の約１.１９倍にとどまり、卸売業の多段階性は低

いと言えるだろう。また小売業販売額を業態別に

みると県内は通信販売・無店舗販売が全国の構成

比を上回っており、伸びている業態と言えよう。

　小売業は店舗の立地に依存する面が大きく、そ

の地域の人口や経済力に左右されるが、県内人口

は２０１４年２月１日現在、１９８０年以来３４年ぶりに

１８０万人を下回ったようにすでに人口減少時代に

入っている。地域による増減の差はあるものの、

店舗立地にとらわれない無店舗販売に取り組む事

業所は今後確実に増えると思われる。また、売場

面積の大型化は依然として進んでおり１,０００㎡ 以

上の売場面積が全体の半数に達したが、これまで

増加傾向が続いてきた総売場面積が減少に転じた

のは大きな変化であろう。この傾向が今後も続く

のか、２０１４年度にも経済センサスと同時に実施さ

れる商業統計でのさらなる調査が待たれるところ

である。

5．おわりに

小売業計卸売業計　合計

市町村 売場面積年間商品
販 売 額従業者数事業所数年間商品

販 売 額従業者数事業所数年間商品
販 売 額従業者数事業所数

　　(㎡)(百万円)　　(人)（百万円）　　（人）（百万円）　　（人）

２,０３９,４５８１,４８１,４３５８２,２１１１３,２２４１,７４０,８５４２７,９９２３,５７４３,２２２,２８９１１０,２０３１６,７９８県計順位

７９４,８９２７２３,８４５３４,４２２４,３５０１,１００,７４１１６,７４５１,８４９１,８２４,５８６５１,１６７６,１９９熊本市１

１６１,２３７９９,９３０６,１６５１,１０１９６,６９０２,４９８３３４１９６,６２０８,６６３１,４３５八代市２

９１,４３３５７,２５６２,４７２２２９６４,６６７４１２７３１２１,９２３２,８８４３０２菊陽町３

１２８,５４５６７,８０７４,９３０１,１８９４０,０６４１,０６０２０７１０７,８７１５,９９０１,３９６天草市４

４６,７５７２７,３８６１,５１２１３９４８,３１８５１８３３７５,７０４２,０３０１７２嘉島町５

６６,９６２４８,７０８２,６７３４９０２３,２００５５５９８７１,９０８３,２２８５８８玉名市６

２６,７８８１９,４２１１,１９１１９２５１,２５４４５６５０７０,６７５１,６４７２４２合志市７

３５,２７７２７,５７０１,４２０１８５３８,５４０３９０５２６６,１１０１,８１０２３７大津町８

８７,２１３４２,５１２２,７９４４９７２２,９８１４３６８３６５,４９３３,２３０５８０宇城市９

５５,２６０３９,１７３２,０１２３５９２６,０８０３９７６１６５,２５２２,４０９４２０菊池市１０

１,４９４,３６４１,１５３,６０８５９,５９１８,７３１１,５１２,５３５２３,４６７２,８４０２,６６６,１４２８３,０５８１１,５７１１０ 市 町 計

　　（％）　　（％）　　（％）　　（％）　　（％）　　（％）　　（％）　　（％）　　（％）　　（％）構成比

１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０県計順位

３９.０４８.９４１.９３２.９６３.２５９.８５１.７５６.６４６.４３６.９熊本市１

７.９６.７７.５８.３５.６８.９９.３６.１７.９８.５八代市２

４.５３.９３.０１.７３.７１.５２.０３.８２.６１.８菊陽町３

６.３４.６６.０９.０２.３３.８５.８３.３５.４８.３天草市４

２.３１.８１.８１.１２.８１.９０.９２.３１.８１.０嘉島町５

３.３３.３３.３３.７１.３２.０２.７２.２２.９３.５玉名市６

１.３１.３１.４１.５２.９１.６１.４２.２１.５１.４合志市７

１.７１.９１.７１.４２.２１.４１.５２.１１.６１.４大津町８

４.３２.９３.４３.８１.３１.６２.３２.０２.９３.５宇城市９

２.７２.６２.４２.７１.５１.４１.７２.０２.２２.５菊池市１０

７３.３７７.９７２.５６６.０８６.９８３.８７９.５８２.７７５.４６８.９１０ 市 町 計

図表9　年間商品販売額上位１０市町
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